
令和 6 年 5 月 15 日 

 

公募要項 

 

 

１．業務名 

高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務 

 

２．業務の目的、概要 

国立大学法人筑波大学（以下、「本学」という。）では、国立研究開発法人 科学技術振

興機構（JST） 研究成果展開事業「大学発新産業創出プログラム 大学・エコシステム推

進型 スタートアップ・エコシステム形成支援」の取り組みとして、高校生等へ提供する

アントレプレナーシップ教育プログラムの開発・運営を行っている。 

本事業の一環として（１）小学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム、（２）

中学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム、（３）高校及び中学教員向けアント

レプレナーシップ教育研修の実施を予定しており、本件はこれらの業務の実施の運営に

ついて委託するものである。 

 

３．業務内容 

高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務（詳細は仕様書のとおり） 

 

４．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

(1) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第 46 条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(2) 国立大学法人筑波大学財務規則施行規程第 47 条の規定に該当しない者であること。 

(3) 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は国立大学法人筑波大学の競争参加資格の

いずれかにおいて令和 6 年度に関東・甲信越地域の「役務の提供等」で有効な資格を

有している者であること、又は当該資格を有しない者であって、過去１年以内に本学

との取引実績を有する者であること。 

(4) 契約担当役から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

 

５．参加表明書の提出 

参加表明書の提出は不要とする。 

 

６．仕様書の交付並びに企画提案書の提出方法等 

(1) 仕様書の交付、企画提案書の提出場所並びに問い合わせ先 

〒305-8577 茨城県つくば市天王台一丁目１番１ 

国立大学法人筑波大学財務部契約課（担当：五十嵐） 

TEL：029-853-2173 FAX：029-853-2332 

E-mail：igarashi.rino.gm@un.tsukuba.ac.jp  

(2) 説明会の開催日時及び開催場所 

本件は、仕様書等関係書類の交付をもって当該説明を省略する。 

(3) 質問事項の受付・回答 

質問受付期限：令和 6 年 5 月 24 日 12 時 00 分まで 

質問への回答は令和 6 年 5 月 28 日 15 時 00 分までに行う。 

質問は E-mail で受付・送付・回答を行う。 

送信件名は次のとおりとし、上記(1)の E-mail アドレス宛とすること。 

送信件名：【質問】高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務 



(4) 企画提案書の提出方法 

下記の資料を企画提案書として持参又は郵送等により提出すること。 

なお、郵送等の場合は、配達証明又は到着日時の記録が残るものを使用すること。 

企画提案申請書（別紙様式参照）・・・正１部、写５部、電子データ（CD-R 等） 

 

以下の資料を添付すること 

① 令和 6年度に係る一般競争参加資格審査結果通知書（全省庁統一資格又は国立

大学法人筑波大学の競争参加資格）の写し 

  又は過去１年以内の本学との取引を証明する書類      
② 会社等組織の概要が分かる資料（要覧、会社案内パンフレット、定款等） 

③ アントレプレナーシップ教育に関する活動実績（実績については直近 2 年間の

4 件までとし、その活動が契約に基づいて行われたものである場合は、その相

手方、件名、契約日、契約金額等が記載されている書類（契約書・仕様書等）

も提出すること） 

④ 企画提案書（提案内容は仕様書を基に提案すること） 

⑤ 当業務全体に係る実施計画（業務途中での計画変更に対する対応の記載を含む）

及び実施体制（人員配置等） 

⑥ 報告書の構成案（記載事項案及び分量等を明記） 

⑦ プライバシーマーク又はＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）

認証を取得していることを証明する書類 

⑧ 審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における

認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その

写し 

⑨ 再委託承諾申請書（別紙様式２）※業務の一部を再委託する場合のみ 

(5) 企画提案書の作成方法等 

① A4 縦の用紙に横書きとする。ただし、図表等については、必要に応じ A4 横又

は A3 版の折り込みも可とする。 

② 書類は、日本語及び日本国通貨を用いて作成すること。 

③ 書類の作成及び提出に係る費用は、選定結果にかかわらず企画提案者の負担と

する。また、提出された企画提案書は返却しない。 

④ 企画提案の内容については、他の企画・提案等からの引用及び転載等を禁止す

る。 

(6) 企画提案書の提出期限 

提出期限：令和 6 年 5 月 31 日 17 時 00 分 必着 

上記 (1) に示す住所に郵送等で送付すること。 

(7) 企画提案書の無効 

① 企画競争に参加する者に必要な資格のない者の企画提案書 

② 書類の不備等、記載すべき事項が記載されていない企画提案書 

③ 提出期限までに提出されなかった企画提案書 

④ 仕様書に記載した全ての業務内容について提案されていない企画提案書 

 

７．業務期間、業務規模（予算）及び採択数 

業務期間：契約締結の日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

業務規模：400 万円以下（消費税及び地方消費税を除く。） 

採択数： 1 件 

 

８．ヒアリングの実施について 

提出された一部または全部の企画提案書に対するヒアリングを実施する場合がある。

実施する場合の日程は対象者に別途通知する。 



 

９．契約者の決定及び契約等について 

(1) 応募者が提出する企画提案書の評価を行うため、学内に選考委員会を設置し、審査

基準に基づき審査を行い、業務を遂行するために最も優れた企画提案書を提出した

応募者を契約予定者として選定する。なお、審査会において必要があると認めると

きは、企画提案書の補足説明資料の提出等を求めるものとする。 

(2) 契約予定者選定後は、遅滞無く企画提案書を提出した全ての者に対して、企画提案

書の採用の是非を通知する。 

(3) 契約書の作成の要否 要。 

(4) 選考の結果、契約予定者と企画提案書を基に契約条件を調整するものとする。なお、

契約金額については企画提案書の内容を勘案して決定するものとするので、企画提

案者の提示する金額と必ずしも一致するものではない。また、契約条件等が合致し

ない場合には契約締結を行なわない場合もある。 

 

１０．スケジュール 

(1) 公募公告期間：令和 6 年 5 月 15 日～令和 6 年 5 月 31 日 

(2) 質問等の受付期限：令和 6 年 5 月 24 日 12 時 00 分 

(3) 質問等の回答期限：令和 5 年 5 月 28 日 15 時 00 分 

(4) 企画提案書の提出期限：令和 6 年 5 月 31 日 17 時 00 分 必着 

(5) 審査：令和 6 年 6 月 3 日～令和 6 年 6 月 6 日 

（ヒアリングを実施する場合の日程は対象者に別途通知する） 

(6) 選考終了：令和 6 年 6 月 7 日 予定 

(7) 契約締結：令和 6 年 6 月下旬 予定 

(8) 契約期間：契約締結の日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

 

１１．その他 

(1) 事業実施にあたっては、契約書及び企画提案書等を遵守すること。また、女性の職

業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定など企画提案書に記載した事

項について、認定の取消などによって記載した内容と異なる状況となった場合には、

速やかに発注者へ届け出ること。 

(2) 決定した企画内容等については、発注者の意見により、変更を求めることがある。 
  



受付番号

※ 

 

筑波大学記入欄（申請者記入不要） 

国立大学法人筑波大学 御中 

 

            商号又は名称：                   

代表者職名 ：                   

            代表者氏名 ：                印  

 

「高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務」について、当団体は公募要領記

載の参加資格を満たしており、下記のとおり企画提案書を提出いたします。 

 

記 

 

「高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務」に関する企画提案申請書 

 

１．申請者に関する事項 

ふりがな  

商号又は名称  

代  表  者 

役職・氏名 

役職名  

印又は

署名 

 

ふりがな  

氏  名  

所在地 

（〒  －   ） 

 

  

（別紙様式） 



 

２．添付書類 

① 令和 6 年度に係る一般競争参加資格審査結果通知書の写し 

  又は過去１年以内の本学との取引を証明する書類 

② 会社等組織の概要が分かる資料 

③ アントレプレナーシップ教育に関する活動実績 

④ 企画提案書（提案内容は仕様書を基に提案すること） 

⑤ 当業務全体に係る実施計画及び実施体制（人員配置等） 

⑥ 報告書の構成案（記載事項案及び分量等を明記） 

⑦ プライバシーマーク又はＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）認証を

取得していることを証明する書類 

⑧ 「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等又は内閣府男女

共同参画局長の認定等相当確認通知の写し 

不足する場合は、記入スペースを増やして記載してください。 



◎事務連絡担当者に関する事項 

（提案書の内容について、筑波大学から問い合わせることがあるので、実際に筑波大

学との連絡窓口となる担当者について記載すること。） 

 

（ふりがな）  

担当者氏名  

所属部署名  

役職名  

電話番号（内線番号）  

ＦＡＸ番号  

Ｅ－ｍａｉｌ  

書類等送付先 

（団体所在地と異なる場合に記載） 

 

 



審査基準 

 

１．選定方法 

企画提案書に基づき、筑波大学内に設置する企画選考委員会（以下「選考委員会」

という。）において、書類選考を実施し、必要に応じてヒアリングも実施する。委員

は、提出された企画案ごとに、提案内容の事項ごとについて採点する。また、必要

に応じて審査期間中に提案の詳細に関する追加資料の提出を求めることがある。 

 

２．選考実施日 

令和 6 年 6 月 3 日～令和 6 年 6 月 6 日 

 

３．評価項目 

「業務仕様書４．業務内容」を踏まえ、以下に示す事項ごとに審査基準に基づき

提案すること。 

＜業務実施主体及び業務内容に関する評価＞ 

（１） 生徒・児童を対象としたアントレプレナーシップ教育に関する活動実

績があること。 

（２） 教員を対象としたアントレプレナーシップ教育に関する活動実績が

あること。 

（３）業務内容（１）～（３）の業務遂行の方法が、それらを選択した理由に

照らして適当であること。 

（４）業務内容（１）～（３）の担当者が、アントレプレナー教育の経験が豊

富で、メンタリング能力も長けたもの３名以上であること。 

（５）業務の計画が具体的に設定され、事業推進の方法、内容等について実

現性・妥当性が認められること。 

（６）業務の実施体制が十分に確保されていること（人員配置など）。 

（７）報告書の構成案（記載事項案及び分量等）が妥当であること。 

 

＜ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価＞ 

（８）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共

同参画局長の認定等相当確認を有していること。 

 

４．評価基準 

（１）「業務実施主体及び業務内容に関する評価」に係る評価基準 

以下の評価基準により５段階評価を行う。 

大変優れている＝５点 優れている＝４点 普通＝３点 

やや劣っている＝２点 劣っている＝１点 

なお、各評価要素の点数には「重要」(３)、「やや重要」(２)、「普通」(１)の

ウェイトを掛ける。また、上記３．評価項目「(８)ワーク・ライフ・バランス

等の推進に関する評価」は、下記「（２）「ワーク・ライフ・バランス等の推進

に関する評価」に係る評価基準」のとおり点数を付ける。以上を合算したもの

を企画案ごとの得点とする。 



（２）「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」に係る評価基準 

以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。なお、

内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認を受けている外国法人については、

相当する各認定等に準じて評価する。 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64 号。

以下「女性活躍推進法」という。）に基づく認定（えるぼし認定企業・プラチ

ナえるぼし認定企業）等 

・プラチナえるぼし認定（※1）  ＝５点 

・えるぼし認定３段階目（※2） ＝４点 

・えるぼし認定２段階目（※2） ＝３点 

・えるぼし認定１段階目（※2） ＝２点 

・行動計画策定済（※3）    ＝１点 

※1 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律等の一部を改正する

法律 (令和元年法律第24号)による改正後の女性活躍推進法第12条の

規定に基づく認定 

※2 女性活躍推進法第 9 条の規定に基づく認定 

なお、労働時間等の働き方に係る基準は満たすことが必要。 

※3 女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主

（常時雇用する労働者の数が１００人以下のもの）に限る（計画期間が

満了していない行動計画を策定している場合のみ）。 

○次世代育成支援対策推進法（平成 15 年法律第 120 号。以下「次世代法」と

いう。）に基づく認定（くるみん認定企業・トライくるみん認定企業・プラチ

ナくるみん認定企業） 

・プラチナくるみん（※4） ＝５点 

・くるみん（令和 4 年 4 月 1 日以降の基準）（※5）＝３点 

・くるみん（平成 29 年 4 月 1 日～令和 4 年 3 月 31 日までの基準）（※6）

＝３点 

・トライくるみん（※7）  ＝３点 

・くるみん（平成 29 年 3 月 31 日までの基準）（※8）＝２点 

※4 次世代法第 15 条の 2 の規定に基づく認定 

※5 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進

法施行規則の一部を改正する省令（令和 3 年厚生労働省令第 185 号。

以下「令和 3 年改正省令」という。）による改正後の次世代育成支援対

策推進法施行規則（以下「新施行規則」という。）第 4 条第 1 項第 1 号

及び第 2 号の規定に基づく認定 

※6 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、令和 3 年改正省令による

改正前の次世代育成支援対策推進法施行規則第 4 条又は令和 3 年改正

省令附則第 2 条第 2 項の規定に基づく認定（ただし、※8 の認定を除

く。） 

※7 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、新施行規則第 4 条第 1 項

第 3 号及び第 4 号の規定に基づく認定新くるみん認定（次世代育成支

援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令（平成 29 年厚生労働省



令第 31 号）による改正後の認定基準により認定） 

※8 次世代法第 13 条の規定に基づく認定のうち、次世代育成支援対策推進

法施行規則等の一部を改正する省令（平成29年厚生労働省令第 31 号。

以下「平成 29 年改正省令」という。）による改正前の次世代育成支援対

策推進法施行規則第 4条又は平成 29年改正省令附則第 2条第 3項の規

定に基づく認定 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（昭和 45 年法律第 98 号）に基づく認定 

・ユースエール認定＝４点 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

 

５．企画提案の決定 

選考委員会の各委員が各々評価した結果の合計得点が最も高いものを契約予定者

として選定する。なお、企画提案の内容によっては、提案した事業者が１者の場合で

も選考委員会の審議により契約予定者とならない可能性もある。 

 

６．企画内容等の変更 

決定した企画内容等については、各委員の意見を適宜企画提案者に伝え、改善を依

頼することがある。 

  



評価シート 高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務 

 

整理番号： 申請者の商号又は名称： 

 

 

◆評価者氏名：            

 

評価項目 評価 ｳｪｲﾄ 得点 

1.業務実施主体及び業務内容に関する評価 

(1) 
生徒・児童を対象としたアントレプレナーシップ教育に

関する活動実績があること。 
 3  

(2) 
教員を対象としたアントレプレナーシップ教育に関する

活動実績があること。 
 3  

(3) 
業務内容（１）～（３）の業務遂行の方法が、それらを

選択した理由に照らして適当であること。 
 3  

(4) 

業務内容（１）～（３）の担当者が、アントレプレナー

教育の経験が豊富で、メンタリング能力も長けたもの３

名以上であること。 

 3  

(5) 
業務の計画が具体的に設定され、事業推進の方法、内容等

について実現性・妥当性が認められること。 
 2  

(6) 
業務の実施体制が十分に確保されていること（人員配置

など）。 
 2  

(7) 
報告書の構成案（記載事項案及び分量等）が妥当であるこ

と。 
 2  

2.ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 

(8) ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する状況  －  

合 計  

「1.業務実施主体及び業務内容に関する評価」について、「大変優れている」（５点）、

「優れている」（４点）、「普通」（３点）、「やや劣っている」（２点）、「劣っている」

（１点）として、評価欄に点数を記入すること。 

「2.ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」は、審査基準に定める点数を

付ける。 



仕様書 

 

１．業務名 

高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務 

 

２．業務の目的、概要 

国立大学法人筑波大学（以下、「本学」という。）では、国立研究開発法人 科学技術

振興機構（JST） 研究成果展開事業「大学発新産業創出プログラム 大学・エコシステ

ム推進型 スタートアップ・エコシステム形成支援」の取り組みとして、高校生等へ提

供するアントレプレナーシップ教育プログラムの開発・運営を行っている。 

本事業の一環として (1) 小学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム、 (2)

中学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム、(3) 高校及び中学教員向けアン

トレプレナーシップ教育研修の実施を予定しており、本件はこれらの業務の実施の運

営について委託するものである。 

 

３．契約期間 契約締結の日から令和 7 年 3 月 31 日（月）まで 

 

４．業務内容 

受任者は、「高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務」により提出した

企画提案書に基づき業務を遂行し、業務完了後は、その結果を業務報告書にまとめて

提出しなければならない。 

受任者は、本業務の実施にあたり、以下の業務を行う。 

 (1) 小学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム 

・受講対象はつくば市の小学校に通う小学 4 年生～6 年生 30 名程度とする。 

・会場はつくばスタートアップパークとする。 

・1 日 4 時間程度のプログラムとする。 

・実施するプログラムは「アントレプレナーシップとは何か、身につける意義を理

解すること」に観点を置き、本学及びつくば市と協議の上、作り込むものとする。 

・実施時期は本学及びつくば市と協議の上、決定する。 

 (2) 中学生向けアントレプレナーシップ教育プログラム 

   ・プログラムは「身の回りの課題を解決するアイディアを考えることを通して、ア

ントレプレナーシップを「身につける」」ことを観点に置いた BASIC プログラムと

「実際に身の回りの課題を解決することにチャレンジし、アントレプレナーシッ

プを「発揮する」」ことに観点を置いた ADVANCED プログラムで構成し、本学及び

つくば市と協議の上、作り込むものとする。 

   ・BASIC プログラムの受講対象はつくば市の特定の中学校の生徒とし、本学及びつ

くば市との協議により決定する。受講人数は 30 名～100 名程度を見込む。 

   ・ADVANCED プログラムの受講対象はつくば市全域の中学生とし、募集を実施し決定

する。受講人数は 30 名程度とする。 

   ・BASIC プログラムの会場は実施する中学校との協議により決定する。 

   ・ADVANCED プログラムの会場は本学及びつくばスタートアップパークとする。 

   ・ADVANCED プログラムについては、希望者に対して必要に応じて別途プランニング

の深掘り授業を行うものとする。（1 人最大 3 時間） 

   ・ADVANCED プログラムの成果について最終発表会として公開するものとする。会場

は本学及びつくば市との協議により決定する。（つくば国際会議場中会議室を想定） 

   ・ADVANCED プログラムの成果について最終発表会には文部科学大臣が任命するアン

トレプレナーシップ推進大使の講演をプログラムに入れるものとする。なお、講

師への講演依頼及び謝金の支払いは本学から行うものとする。 



   ・実施時期は本学及びつくば市と協議の上、決定する。 

(3) 高校及び中学教員向けアントレプレナーシップ教育研修 

  ・実施対象は茨城県の高校・中学校の教員 30 名程度とする。 

  ・プログラムはアントレプレナーシップ教育の体験を通じて、教育の現場で実践で

きるようになることを目的とし、本学及び茨城県並びにつくば市と協議の上、作

り込むものとする。 

・1 日 2 時間程度のプログラムとする。 

・茨城県全域の高校及び中学教員が対象となることから、オンラインで実施するも

のとする。 

・実施時期は本学及び茨城県並びにつくば市と協議の上、決定する。 

 

なお、上記(1)～(3)の担当者は、アトトレプレナーシップ教育の経験が豊富で、メ

ンタリング能力に長けたものとし、３名以上を配置することとする。 

 

５．業務指示 

本業務の実施に当たっては、関連する法令等、契約書及びこの仕様書を遵守すると

ともに、本学と常に密に連絡をとり、その指示に従わなければならない。 

 

６．資料収集 

業務に必要な資料及び情報の収集は、受任者が行うものとし、本学は業務の遂行に

協力する。また、本学から貸与された資料は一覧表を作成し、業務完了後速やかに本

学に返還するものとする。 

 

７．業務報告書等 

受任者は、令和 7 年 3 月 31 日(月)までに次の書類等を提出すること。 

① ４．業務内容に示す業務報告書 1 部 

② ４．業務内容(1)～(3)で実施したプログラムの電子データを収めた CD-R 等 1 枚 

 

８．提出先 

〒305-8550 茨城県つくば市春日１－２ 

国立大学法人筑波大学 産学連携部産学連携企画課 

E-mail：ikusei-sanren@un.tsukuba.ac.jp 

電話：029-859-1485 

 

９．検収 

業務報告書等は本学の担当者による検収を受けるものとする。 

 

１０．支払い 

検収完了後、適法な請求書を受理した日から 40 日以内に支払うものとする。 

 

１１．個人情報の取り扱い 

(1) 発注者及び請負者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及

び国立大学法人筑波大学個人情報保護管理規則（令和４年法人規則第１７号）に基づ

き、次の事項を遵守するものとする。 

① 請負者は、個人情報を業務履行の目的以外の目的に利用してはならない。また、業

務上知り得た個人情報について第三者に漏らしてはならない。本契約終了後も同様

とする。 

② 請負者は、業務履行に当たっての責任者及び業務従事者の管理及び実施体制並びに



個人情報の管理状況についての検査に関する事項その他必要な事項について、書面

（別紙様式１）で発注者に提出しなければならない。これらを変更した場合も同様

とする。 

③ 請負者は、個人情報の複製、転記等を行ってはならない。ただし、業務履行上やむ

を得ず複製、転記等を行う必要がある場合は、発注者に使用目的、期間終了時の破

棄状況の形態を申請し許可を得るものとする。 

④ 業務履行の目的で利用（使用）する個人情報について、請負者の管理責任の下で個

人情報が流出した場合は、発生時の状況説明、経過、対応等について、速やかに発

注者に報告するものとする。 

⑤ 請負者は、業務に係る発注者側の個人情報について、委託業務終了時において消去

するものとする。また、媒体物については、返却するものとし、個人情報を消去し

たことについて、書面（別紙様式３）で発注者に提出しなければならない。 

(2) 発注者は、請負者が上記(1)に記載する義務に違反した場合には、契約を解除するこ

とができるものとし、請負者に重大な過失があったと認められる場合には、請負者は、

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

(3) 発注者は、委託する業務に係る保有個人情報の秘匿性等やその量等に応じて、請負

者の管理体制及び実施体制並びに個人情報の管理状況について、少なくとも業務履行

期間中に１回以上、原則として実地検査により確認するものとする。 

 

１２．その他 

(1) 業務の実施にあたっては、本学と密に連絡調整のうえ進めることとし、事前に業務

実施体制、実施スケジュールを提出すること。 

(2) 業務委託料には、本業務の実施に必要な一切の経費（旅費交通費等を含む）を含む

ものとする。 

(3) 秘密保持 

① 本学が提供する資料、情報は、本学の許可なく第三者に貸与、公開（公表）しない

こと。 

② 業務上知り得た情報は、本学の許可なく公開（公表）しないこと。 

(4) 実施したプログラムの著作は本学に有するものとし、著作者人格権は請負者が有す

るものとする。 

(5) 業務遂行にあたって質疑が生じた場合は、質疑事項を文書にして上記８に提出する

こと。 

(6) 請負者は、プライバシーマーク又はＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシス

テム）認証を取得していること。 

(7) 本仕様書に定めるもののほか、本業務の実施に必要な事項は、契約当事者間で協議

のうえ、決定するものとする。 

(8) 受任者が第三者の著作物や写真を使用する場合、著作権などの処理については受任

者が責任をもって対応すること。 

(9) 本契約についての必要な細目は、国立大学法人筑波大学契約事務取扱細則及び役務

提供契約基準によるものとする。 



 
別紙様式１ 

責任者及び業務従事者の管理及び実施体制等について 

 
令和  年  月  日 

 
国立大学法人筑波大学 
契約担当役 財務担当副学長 殿 
 

請負者 

住 所 

名 称 

代表者            ㊞ 

 

 

 令和  年  月  日付けで貴学と契約を締結した「高校生以下へのアントレプレナ

ーシップ教育運営業務」について、業務の履行に当たっての責任者及び業務従事者の管理

及び実施体制並びに個人情報の管理状況に係る検査に関する事項については、下記のとお

りです。 

 

記 

 

１．責任者 部署名：          
役職名：         氏名： 

 

２．責任者及び業務従事者の管理及び実施体制 
 

 
 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
３．請負者における個人情報の管理の状況に係る検査に関する事項 

  ※本学から引き渡された個人情報の管理状況に係る検査の実施計画等を記載してくだ

さい。 

 

４．その他必要な事項 
  

（記載例） 

○○担当 
リーダー 

○○担当 
リーダー 

発注者 
（委託元） 

○○業務担当（○名） 

○○業務担当（○名） 

○○業務担当（○名） 

○○業務担当（○名） 

○○業務担当（○名） 

○○業務担当（○名） 

責任者 
（請負者） 



別紙様式２【個人情報保護版】 
 

令和 年 月 日 
 

 
再委託承諾申請書 

 
 
 
国立大学法人筑波大学 
契約担当役 財務担当副学長 殿  
 
 

                    申請者 
住 所  
名 称  
代表者           ㊞ 

 
 

 「高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務」に関し、下記のとおり業務の（ 全部 ・ 主た

る部分 ・ 一部 ）を再委託いたしたく申請しますので、承認方よろしくお願いいたします。 
 

 
記 

 
 
１．再委託の承諾を申請する業務及びその範囲（具体的に記載すること） 

 
 
 

２．再委託の承諾を申請する必要性（具体的に記載すること） 
 
 
 

３．再委託の承諾を申請する業務の契約相手先の住所、商号又は名称及び代表者名 
住  所  

   名  称  
   代表者名  
 
４．再委託の承諾を申請する業務の契約金額（総計） 
           円（消費税込） 
 
５．再委託の承諾を申請する業務の契約金額の根拠（該当する箇所に☑すること） 
  □ 業務の再委託に際し、当該業務の履行（予定）者から、入札書・見積書を徴収した結果 

（この場合、その「写し」を添付） 
□ 継続的な履行関係が存在する（この場合、その証明書（契約書、協定書）の「写し」を添付） 
□ その他 （具体的な内容を記載し、その証明書を添付：  見積書及び発注書） 

 
６．個人情報の管理方法（具体的に記載すること） 
 
 
 
７．その他特記事項 

 
 
 

 



（別紙様式２個人情報有 参考） 
 

令和 年 月 日 
 

 
再委託承諾書 

 
 
 

申請者 
 

 
  殿 

 
 
                           国立大学法人筑波大学 

                 契約担当役 財務担当副学長 
 〇〇 〇〇 

                               
 
 
令和 年 月 日付で申請のあった「高校生以下へのアントレプレナーシップ教育運営業務」

の再委託について、承諾したのでその旨通知する。なお、申請内容等に変更等が生じる場合は、

あらかじめ協議すること。 
 また、当該承諾内容等の履行については、次のことを承諾の条件とする。 
 
 
①  個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）及び国立大学法人筑波大学個人情報保護

管理規則（令和４年法人規則第１７号）を遵守すること。 
 
② 請負者は、再委託の相手方に対し業務の適正な履行を求めること。 
 
③ 再委託の相手方による再委託に係る業務の履行により、本学に損害を与えたときは、請負者が本学に

対する賠償の責を負うこと。 
 
④ 再委託に係る業務に契約不適合があったときは、請負者が役務提供契約基準第２３に規定する契約不

適合責任を負うこと。 
 
⑤ 再委託に当たって、請負者は再委託の相手方に対する対価の支払い等について適正な取扱いを行うこ

と。 
 
⑥ 請負者は、再委託業務に係る契約書、請求書、領収書などの書類を提出させた場合は、適切に保管し、

事後において履行の確認ができるように徹底すること。 
 
⑦ 請負者は、国立大学法人筑波大学からの求めに応じ、⑥の書類の写しを提出すること。 
 
 
※本承諾書は、契約の相手方に対してのみ発行する。 
 



別紙様式３ 

 

個人情報の消去証明書 

 

令和  年  月  日 

 

国立大学法人筑波大学 

契約担当役 財務担当副学長 殿 

 

請負者 

住 所 

名 称 

代表者          ㊞ 

 

 

 

令和  年  月  日付けで貴学と契約を締結した「高校生以下へのアントレプレナ

ーシップ教育運営業務」に関して、業務が終了しましたので、契約書第○条第１項第７号

の規定に基づき、下記の個人情報を消去したことを証明します。なお、媒体物については

返却しますので、ご査収願います。 

 

 

記 

 

１．消去した個人情報の内容 

    

 

２．返却する個人情報の内容 

    

 

３．その他 

    

 




